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平成 23年度宅建本試験 

 

【問 １】Ａ所有の甲土地につき、ＡとＢとの間で売買契約が締結された場合における次の記述のうち、民法

の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ Ｂは、甲土地は将来地価が高騰すると勝手に思い込んで売買契約を締結したところ、実際には高騰しなか

った場合、動機の錯誤を理由に本件売買契約を取り消すことができる。 

２ Ｂは、第三者であるＣから甲土地がリゾート開発される地域内になるとだまされて売買契約を締結した

場合、ＡがＣによる詐欺の事実を知っていたとしても、Ｂは本件売買契約を詐欺を理由に取り消すことはで

きない。 

３ ＡがＢにだまされたとして詐欺を理由にＡＢ間の売買契約を取り消した後、Ｂが甲土地をＡに返還せず

にＤに転売してＤが所有権移転登記を備えても、ＡはＤから甲土地を取り戻すことができる。 

４ ＢがＥに甲土地を転売した後に、ＡがＢの強迫を理由にＡＢ間の売買契約を取り消した場合には、ＥがＢ

による強迫につき知らなかったときであっても、ＡはＥから甲土地を取り戻すことができる。 

 

 

 

 

 

【問 ２】Ａは、自己所有の甲不動産を 3 か月以内に、1500 万円以上で第三者に売却でき、その代金全額を

受領することを停止条件として、Ｂとの間でＢ所有の乙不動産を 2000 万円で購入する売買契約を締結した。

条件成就に関する特段の定めはしなかった。この場合に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しい

ものはどれか。 

１ 乙不動産が値上がりしたために、Ａに乙不動産を契約どおり売却したくなくなったＢが、甲不動産の売却

を故意に妨げたときは、Ａは停止条件が成就したものとみなしてＢにＡＢ間の売買契約の履行を求めること

ができる。 

２ 停止条件付法律行為は、停止条件が成就した時から効力が生ずるだけで、停止条件の成否が未定である間

は、相続することはできない。 

３ 停止条件の成否が未定である間に、Ｂが乙不動産を第三者に売却し移転登記を行い、Ａに対する売主とし

ての債務を履行不能とした場合でも、停止条件が成就する前の時点の行為であれば、ＢはＡに対し損害賠償

責任を負わない。 

４ 停止条件が成就しなかった場合で、かつ、そのことにつきＡの責に帰すべき事由がないときでも、ＡはＢ

に対し売買契約に基づき買主としての債務不履行責任を負う。 

 

 

 

 

 

【問 ３】共有に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ 各共有者は、いつでも共有物の分割を請求することができるが、５年を超えない期間内であれば、分割を

しない旨の契約をすることができる。 

２ 共有物である現物の分割請求が裁判所になされた場合において、分割によってその価格を著しく減少さ

せるおそれがあるときは、裁判所は共有物の競売を命じることができる。 

３ 各共有者は、共有物の不法占拠者に対し、妨害排除の請求を単独で行うことができる。 

４ 他の共有者との協議に基づかないで、自己の持分に基づいて１人で現に共有物全部を占有する共有者に

対し、他の共有者は単独で自己に対する共有物の明渡しを請求することができる。 
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【問 ４】根抵当権に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 根抵当権者は、総額が極度額の範囲内であっても、被担保債権の範囲に属する利息の請求権については、

その満期となった最後の２年分についてのみ、その根抵当権を行使することができる。 

２ 元本の確定前に根抵当権者から被担保債権の範囲に属する債権を取得した者は、その債権について根抵

当権を行使することはできない。 

３ 根抵当権設定者は、担保すべき元本の確定すべき期日の定めがないときは、一定期間が経過した後であっ

ても、担保すべき元本の確定を請求することはできない。 

４ 根抵当権設定者は、元本の確定後であっても、その根抵当権の極度額を、減額することを請求することは

できない。 

 

 

 

 

 

【問 ５】ＡがＢに対して 1,000万円の代金債権を有しており、Ａがこの代金債権をＣに譲渡した場合におけ

る次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ ＡＢ間の代金債権には譲渡禁止特約があり、Ｃがその特約の存在を知らないことにつき重大な過失があ

る場合でも、Ｃはこの代金債権を取得することができる。 

２ ＡがＢに対して債権譲渡の通知をすれば、その譲渡通知が確定日付によるものでなくても、ＣはＢに対し

て自らに弁済するように主張することができる。 

３ ＢがＡに対して期限が到来した 1,000 万円の貸金債権を有していても、ＡがＢに対して確定日付のある

譲渡通知をした場合には、ＢはＣに譲渡された代金債権の請求に対して貸金債権による相殺を主張すること

ができない。 

４ ＡがＢに対する代金債権をＤに対しても譲渡し、Ｃに対する債権譲渡もＤに対する債権譲渡も確定日付

のある証書でＢに通知した場合には、ＣとＤの優劣は、確定日付の先後ではなく、確定日付のある通知がＢ

に到着した日時の先後で決まる。 

 

 

 

 

 

【問 ６】Ａは自己所有の甲建物をＢに賃貸し賃料債権を有している。この場合における次の記述のうち、民

法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ Ａの債権者Ｃが、ＡのＢに対する賃料債権を差し押さえた場合、Ｂは、その差し押さえ前に取得していた

Ａに対する債権と、差し押さえにかかる賃料債務とを、その弁済期の先後にかかわらず、相殺適状になった

段階で相殺し、Ｃに対抗することができる。 

２ 甲建物の抵当権者Ｄが、物上代位権を行使してＡのＢに対する賃料債権を差し押さえた場合、Ｂは、Ｄの

抵当権設定登記の後に取得したＡに対する債権と、差し押さえにかかる賃料債務とを、相殺適状になった段

階で相殺し、Ｄに対抗することができる。 

３ 甲建物の抵当権者Ｅが、物上代位権を行使してＡのＢに対する賃料債権を差し押さえた場合、その後に賃

貸借契約が終了し、目的物が明け渡されたとしても、Ｂは、差し押さえにかかる賃料債務につき、敷金の充

当による当然消滅を、Ｅに対抗することはできない。 

４ ＡがＢに対する賃料債権をＦに適法に譲渡し、その旨をＢに通知したときは、通知時点以前にＢがＡに対

する債権を有しており相殺適状になっていたとしても、Ｂは、通知後はその債権と譲渡にかかる賃料債務と

を相殺することはできない。 
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【問 ７】Ａは、Ｂに対し建物を賃貸し、Ｂは、その建物をＡの承諾を得てＣに対し適法に転貸している。こ

の場合における次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ ＢがＡに対して賃料を支払わない場合、Ａは、Ｂに対する賃料の限度で、Ｃに対し、Ｂに対する賃料を自

分に直接支払うよう請求することができる。 

２ Ａは、Ｂに対する賃料債権に関し，Ｂが建物に備え付けた動産、及びＢのＣに対する賃料債権について先

取特権を有する。 

３ Ａが、Ｂとの賃貸借契約を合意解除しても、ＡがＢの債務不履行による解除権を有していたときを除き、

Ｃに対して、合意解除の効果を対抗するこができない。 

４ Ａは、Ｂの債務不履行を理由としてＢとの賃貸借契約を解除するときは、事前にＣに通知等をして、賃料

を代払いする機会を与えなければならない。 

 

 

 

 

 

【問 ８】ＡがＢに対して金銭の支払いを求める場合における次の記述のうち、ＡのＢに対する債権が契約に

基づいて発生するものはどれか。 

１ 青信号で横断歩道を歩いていたＡが、赤信号を無視した自動車にはねられてケガをした。運転者はＢに雇

用されていて、勤務時間中、仕事のために自動車を運転していた。Ａが治療費として病院に支払った 50 万

円の支払いをＢに対して求める場合。 

２ Ａは、Ｂ所有の甲不動産の売却について、売買契約が締結されるに至った場合には売買代金の２％の報酬

の支払いを受けるとして、Ｂから買主のあっせんの依頼を受けた。Ａがあっせんした買主Ｃとの間で 1,000

万円の売買契約が成立したのでＡがＢに対して報酬として 20万円の支払いを求める場合。 

３ Ｂは、Ｂ所有の乙不動産をＡに売却し、代金 1000 万円の受領と同時に登記を移転して引渡しも終えてい

た。しかし、Ｂは、意思無能力を理由に売買契約は無効であるとして、乙不動産を返還し、登記を戻すよう

にＡに求めた。これに対し、ＡがＢに対して、1,000万円（代金相当額）の返還を求める場合。 

４ ＢはＤに 200万円の借金があり、その返済に困っているのを見かねたＡが、Ｂから頼まれたわけではない

が、Ｂに代わってＤに対して借金の返済を行った。Ｂ及びＤの意思に反する弁済ではないとして、ＡがＤに

支払った 200万円につき、ＡがＢに対して支払いを求める場合。 
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【問 ９】次の１から４までの記述のうち、民法の規定及び下記判決文によれば、明らかに誤っているものは

どれか。 

（判決文） 

 売買の目的物である新築建物に重大な瑕疵がありこれを建て替えざるを得ない場合において、当該瑕疵が

構造耐力上の安全性にかかわるものであるため建物が倒壊する具体的なおそれがあるなど、社会通念上、建物

自体が社会経済的な価値を有しないと評価すべきものであるときには、上記建物の買主がこれに居住してい

たという利益については、当該買主からの工事施工者等に対する建て替え費用相当額の損害賠償請求におい

て損益相殺ないし損益相殺的な調整の対象として損害額から控除することはできないと解するのが相当であ

る。 

 

１ 売買の目的物である新築建物に重大な瑕疵がありこれを建て替えざるを得ない場合、買主は、工事施工者

に対して損害賠償請求をすることができる。 

２ 売買の目的物である新築建物に、建て替えざるを得ないような重大な隠れた瑕疵があって契約の目的を

達成できない場合には、買主は売買契約を解除することができる。 

３ 売買の目的物である新築建物に建て替えざるを得ない重大な瑕疵があり、同建物が社会通念上社会経済

的な価値を有しないと評価すべきものである場合、当該建物が現実に倒壊していないのであれば、買主から

の工事施工者に対する建て替え費用相当額の損害賠償請求において、買主の居住利益が損害額から控除され

る。 

４ 売買の目的物である新築建物に建て替えざるを得ない重大な瑕疵があり、同建物が社会通念上社会経済

的な価値を有しないと評価すべきものである場合、買主が当該建物に居住したまま工事施工者に対して建て

替え費用相当額の損害賠償を請求しても、買主の居住利益が損害額から控除されることはない。 

 

 

 

 

 

【問 10】ＡがＢから事業のために 1,000万円を借り入れている場合における次の記述のうち、民法の規定及

び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ ＡとＢが婚姻した場合、ＡのＢに対する借入金債務は混同により消滅する。 

２ ＡがＣと養子縁組をした場合、ＣはＡのＢに対する借入金債務についてＡと連帯してその責任を負う。 

３ Ａが死亡し、相続人であるＤとＥにおいて、Ａの唯一の資産である不動産をＤが相続する旨の遺産分割協

議が成立した場合、相続債務につき特に定めがなくても、Ｂに対する借入金返済債務のすべてをＤが相続す

ることになる。 

４ Ａが死亡し、唯一の相続人であるＦが相続の単純承認をすると、ＦがＢに対する借入金の債務の存在を知

らなかったとしても、Ｆは当該借入金債務を相続する。 
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【問 11】借地借家法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 建物の用途を制限する旨の借地条件がある場合において、法令による土地利用の規制の変更その他の事

情の変更により、現に借地権を設定するにおいてはその借地条件と異なる建物の所有を目的とすることが相

当であるにもかかわらず、借地条件の変更につき当事者間に協議が調わないときは、裁判所は、当事者の申

立てにより、その借地条件を変更することができる。 

２ 賃貸借契約の更新の後において、借地権者が残存期間を超えて残存すべき建物を新たに築造することに

つきやむを得ない事情があるにもかかわらず、借地権設定者がその建物の築造を承諾しないときは、借地権

設定者が土地の賃貸借の解約の申入れをすることができない旨を定めた場合を除き、裁判所は、借地権者の

申立てにより、借地権設定者の承諾に代わる許可を与えることができる。 

３ 借地権者が賃借権の目的である土地の上の建物を第三者に譲渡しようとする場合において、その第三者

が賃借権を取得しても借地権設定者に不利となるおそれがないにもかかわらず、借地権設定者がその賃借権

の譲渡を承諾しないときは、裁判所は、その第三者の申立てにより、借地権設定者の承諾に代わる許可を与

えることができる。 

４ 第三者が賃借権の目的である土地の上の建物を競売により取得した場合において、その第三者が賃借権

を取得しても借地権設定者に不利となるおそれがないにもかかわらず、借地権設定者がその賃借権の譲渡を

承諾しないときは、裁判所は、その第三者の申立てにより、借地権設定者の承諾に代わる許可を与えること

ができる。 

 

 

 

 

 

【問 12】Ａが所有する甲建物をＢに対して賃貸する場合の賃貸借契約の条項に関する次の記述のうち、民法

及び借地借家法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ ＡＢ間の賃貸借契約が借地借家法第 38 条に規定する定期建物賃貸借契約であるか否かにかかわらず、Ｂ

の造作買取請求権をあらかじめ放棄する旨の特約は有効に定めることができる。 

２ ＡＢ間で公正証書等の書面によって借地借家法第 38 条に規定する定期建物賃貸借契約を契約期間を２年

として締結する場合、契約の更新がなく期間満了により終了することを書面を交付してあらかじめＢに説明

すれば、期間満了前にＡがＢに改めて通知しなくても契約が終了する旨の特約を有効に定めることができ

る。 

３ 法令によって甲建物を２年後には取り壊すことが明らかである場合、取り壊し事由を記載した書面によ

って契約を締結するのであれば、建物を取り壊すこととなる２年後には更新なく賃貸借契約が終了する旨の

特約を有効に定めることができる。 

４ ＡＢ間の賃貸借契約が一時使用目的の賃貸借契約であって、賃貸借契約の期間を定めた場合には、Ｂが賃

貸借契約を期間内に解約することができる旨の特約を定めていなければ、Ｂは賃貸借契約を中途解約するこ

とはできない。 
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【問 13】建物の区分所有等に関する法律（以下この問において「法」という。）に関する次の記述のうち、

誤っているものはどれか。 

１ 管理者は、利害関係人の請求があったときは、正当な理由がある場合を除いて、規約の閲覧を拒んではな

らない。 

２ 規約に別段の定めがある場合を除いて、各共有者の共用部分の持分は、その有する専有部分の壁その他の

区画の内側線で囲まれた部分の水平投影面積の割合による。 

３ 一部共用部分に関する事項で区分所有者全員の利害に関係しないものは、区分所有者全員の規約に定め

ることができない。 

４ 法又は規約により集会において決議すべきとされた事項であっても、区分所有者全員の書面による合意

があったときは、書面による決議があったものとみなされる。 

 

 

 

 

 

【問 14】不動産の登記に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 所有権の登記がない土地と所有権の登記がある土地との合筆の登記は、することができない。 

２ 権利の変更の登記又は更正の登記は、登記上の利害関係を有する第三者の承諾がある場合及び当該第三

者がない場合に限り、付記登記によってすることができる。 

３ 受益者又は委託者は、受託者に代わって信託の登記を申請することができる。 

４ 仮登記の抹消は、登記権利者及び登記義務者が共同してしなければならない。 


